
妊娠・出産・育児に係る
支援制度



今回のポイント

１制度について知る
・母性保護に関する制度
・仕事との両立を支援する制度



妊娠・出産・育児に係る制度

男女雇用機会均等法における

・母性健康管理

労働基準法における

・母性保護規定

・産前休業(母性保護規定による)

・産後休業(母性保護規定による)

・育児休業制度
・産後パパ育休制度
・ママ・パパ育休プラス

妊
娠
中

出
産

出
産
後

・短時間勤務制度
・所定外労働の制限 など

復
職
後



母性保護・母性健康管理とは…

女性が持つ妊娠・出産・育児といった特有の機能に配慮し、母性機能に有害な業務か

ら保護したり、産前産後休業や軽易業務への転換を保証したりする保護措置の総称

〇保健指導又は健康診査を受けるための時間の確保

〇指導事項を守ることができるようにするための措置

→母子健康管理指導事項連絡カード

男女雇用機会均等法における母性健康管理の措置 (一部のみ)

母性保護・母性健康管理について

〇産前産後休業

〇妊婦の軽易業務転換

労働基準法における母性保護規定 (一部のみ) 女性労働者の請求に基づく措置



母性健康管理指導事項連絡カード
妊産婦の女性労働者が、医師等から受けた指導事項の内容を会社に的確に伝えるためのカード

→事業主はカードの記載内容に応じた適切な措置を講じる必要がある



育児休業について
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パパ・ママ育休プラス

「育児休業制度」「産後パパ育休(出生時育児休業制度)」「パ
パ・ママ育休プラス」がある



復職後の制度について

〇短時間勤務制度

〇所定外労働の制限(残業免除)

〇子の看護休暇

〇時間外労働、深夜業の制限

〇短時間勤務制度

〇所定外労働の制限(残業免除) 変更

〇子の看護休暇 変更

〇時間外労働、深夜業の制限

〇柔軟な働き方を実現するための措置等 新設
・育児期の柔軟な働き方を実現するための措置

・柔軟な働き方を実現するための措置の個別周知・意向確認

〇仕事と育児の両立に関する個別の意向聴取・配慮 新設
・妊娠・出産等の申出と子が３歳になる前の個別の意向聴取

・聴取した労働者の意向についての配慮



今回のポイント

２ 改訂・新設された点について知る
・支援の拡大/条件の緩和/制度利用の促進



育児・介護休業法の改正

柔軟な働き方が
できる

仕事と育児の
両立支援の
ニーズに対応

事業主の取組を
一層促進する

男女ともに仕事と育児を両立できるようにするため・・・

〇所定外労働時間の制限(残業免除)
年齢：３歳未満 → 小学校入学前まで

〇子の看護休暇
年齢：３歳未満 → 小学校３年生まで
項目：学級閉鎖や入園(入学)、卒園式も取得可能
名称：子の看護等休暇

〇柔軟な働き方を実現するための措置
下記５つから２つ以上の制度を措置する
①始業時刻等の変更
②テレワーク等(１０日以上/月)
③保育施設の設置運営等
④就業しつつ子を養育することを容易にするための休暇

(養育両立支援休暇)の付与(１０日以上/年)
⑤短時間勤務制度



〇育児休業制度
〇柔軟な働き方を実現するための措置

個別周知 ：制度等の周知

意向確認 ：取得・利用の意向確認(面談など)

個別の意向確認：子や家庭の状況に応じた意向確認

(ex)勤務時間帯・勤務地の希望など

配慮 ：本人の意向に配慮する

(ex)配置、業務量の調整など

〇育児休業制度
〇柔軟な働き方を実現するための措置

個別周知 ：制度等の周知

意向確認 ：取得・利用の意向確認(面談など)

個別の意向確認：子や家庭の状況に応じた意向確認

(ex)勤務時間帯・勤務地の希望など

配慮 ：本人の意向に配慮する

(ex)配置、業務量の調整など

育児・介護休業法の改正

柔軟な働き方が
できる

仕事と育児の
両立支援の
ニーズに対応

事業主の取組を
一層促進する

男女ともに仕事と育児を両立できるようにするため・・・



育児・介護休業法の改正

柔軟な働き方が
できる

仕事と育児の
両立支援の
ニーズに対応

事業主の取組を
一層促進する

男女ともに仕事と育児を両立できるようにするため・・・

〇次世代育成支援対策推進法
次代の社会を担う子どもの健全な育成を支援するための

法律。国・自治体・事業所は、次世代育成支援のための

行動計画を策定することとされている。平成17年に施行

された10年間の時限立法。

・男性の育児休業取得率の公表義務

常時雇用労働者 1000人超 → 300人超

・計画の仕組みを見直し、数値目標の設定を義務付け

ex)育児休業の取得状況、労働時間の状況

・時限立法の延長

令和17年3月31日までに延長



参考資料

〇働きながらお母さんになるあなたへ(厚生労働省)
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001343776.pdf

〇働く女性の母性健康管理のために(厚生労働省)
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000563050.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001343776.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000563050.pdf


さまざまな制度があることを知り

妊娠中でも働きやすい環境づくりに

つなげていきましょう！！！！
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